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1960 60.3 57.7 (51. 7 5.6) 
1965 74.5 70. 7 (65. 6 4. 7) 
1970 84.0 82. 1 (77.1 4. 4) 
1971 86.6 84.9 (80.1 4.2) 
1972 88.6 87.2 (82. 7 3.8) 
1973 90.7 89.4 (85.3 3. 5) 
1974 92.3 90.8 (86. 8 3. 4) 




















1960 104,537 (9,076) 78. 0 (8. 7) 
1965 165,831 (7,824) 86. 7 (4. 7) 
1967 125,053 (5,631) 89.5 (3.7) 
1969 117,968 (2,835) 93.0 (2.2) 
1970 118,837 (3,235) 94. 4 (1. 9) 
1971 117, 137 (1, 787) 95. 6 (1. 5) 
1972 115, 091 (1, 369) 96. 3 (1. 2) 
1973 120, 159 (1,227) 96. 9 (1. 0) 





























民主宇~l 1960 1965 1970 1975 
総数 1 4,946 
国立 23 24 24 17 (0. 5) (0. 5) (0. 5) (O. 3) 
公立 3,554 3,633 3,550 3,701 (77. 3) (74. 9) (74.0) (74. 8) 























































































































総 数 普 農 1工 商 水 家 I その他
総 数 142,892 1, 107 100 76.2 0.8 9.8 11. 7 0.0 0.7 0.8 
公 立
53,907 37,873 1,050 7,438 6,843 38 538 127 
100 70.3 1. 9 13.8 12.7 0.0 0.5 0.2 
私 立 88,985 
71,004 44 6,626 9,816 515 980 












計 普 商 工その他
1~~~ i 対策 1 1 1961 25 3 1 1 1 962 校 2 2 
1963 19 6 2 11 
1964 新p収容、計誓幽8 1 
1 
5 3 3 
1966 1 1 
1967 2 1 1 
1968 1 1 
1969 1 1 
1970 早期計1971 4 4 
1972 4 4 
1973 画 3 3 
1974 4 4 
1975 36 4 4 
1976き m~ (7) 5 1977 (9 7 
注： （）内は中期計画数（東京都教育委員会「東
京都教育委員会年次報告J50年版より）
第三節東京都におけあ「高校教育を受け否権利」の
保障について
これまで，わたしたちは，人権要求としての「高校教
育を受ける権利」の法的根拠ならびに，その法的保障の
しくみのなかで地方自治体の果す役割＝責務の重大さを
指摘してきた。また，きわめて大略ではあるが，東京都
における高校教育の実態について，量的な側面からその
特徴を指摘してきた。そのなかで指摘した問題点につい
てそれぞれをここで述べる余裕はないので，ここで、は，
人権要求としての「高校教育を受ける権利」の保障を進
めるために地方自治体としての東京都においてととのえ
られるべき法的しくみの問題について，簡単に触れてみ
たし、。
現在，東京都における「高校教育を受ける権利」の保
障の法的しくみを定めているものとしては，東京都立学
校設置条例，東京都公立学校の管理運営に関する規則
（通称，学校管理規則）などがある。これらの東京都に
おける法的しくみは，一章でふれた教育基本法や学校教
育法などの高校教育に関する定めを前提しているものと
考えられる。
こうした国，東京都における高校教育に関する法的し
くみで問題としなくてはならないのは，一つは，国の高
校教育に関する定めを前提として東京都がこれらの整備
を進めることが， 「高校教育を受ける松利」の保障の責
務を果せなくしてしまっているのではないか，という点
である。この点は，のちにもう一度述べることになる。
つぎは，さきにかかげた東京都における高校教育につ
いての法的しくみが，きわめて不十分なものであるとい
う点にある。前者は，高校設置とL、う重要なことがらで
あるにもかかわらず，たった三条からなる条例であり，
都の学校設置の根拠法律，設置される学校の位置と名
称，都教委の委任に関して定めているにすぎない。都が
設置する学校の目的や性格は明示されず，都民がそうし
た都の学校設置によって享受しうる権利がどのようなも
のか，について全く明らかでない。この点から言えば，
東京都における「高校教育を受ける権利」の法的保障は
きわめて弱いものであり，権利保障のための法的しくみ
の整備があるべきと恩われる。
「高校教育を受ける権利」の保障を定める東京都の条
例や規則が，あたかも，機関委任事務に関するもののご
とく，法律の実施細則のように定められている。こうし
た条例や規則が，地方自治体の固有事務についても多い
のである。それは，伝統的な法律一規則ー通達一条例と
いう順位で法律を考えられてきたことの反映である。
教育は，現行法制上，地方自治体の固有のしごとであ
ること， 「教育を受ける権利」には，「教育の地方自治」
の原則が貫ぬかれていることが必要不可欠であるという
観念の存在すること，これらの点をふまえて，地方自治
体の固有役割が十分自覚される必要がある。こうした考
えにもとづけば，東京都が学校を設置する根拠を条例で
定める場合，単に，現行条例のごとく学校教育法を引用
するだけでなく，都民＝住民の「教育を受ける権利」に
直接的にもとづく，自治体の固有の権限が導かれてくる
ことになろう。たとえば， 「高校教育を受ける権利」と
の関連では，希望者全員入学制， （都は「高校全入の方
針を打ち出したと聞く（読売新聞1975年10月8日付）総
合制などの保障されるべき原則を含んで「高校教育を受
ける権利」の目的，内容，範囲について条例で定め，そ
れを前提に高校設置は行われてしかるべきだろう。権利
保障の固有の体系として条例jを考える必要があると思わ
れる。そして， 「高校教育を受ける権利」の保障を「教
育の地方自治」を貫ぬき，住民の自治による確立として
行っていくことが，住民の教育運動の方にも，求められ
ていることではないだろうか。
第四節むすびにかえて
どれだけ表題に迫り得たかは心もとない。一節，二
節，三節，を賞ぬく線があいまいになり，三節の問題提
起が唐突な感じになってしまい，十分に問題を絞り切れ
なかったと反省もし，他方で，それは，これまでの学界
研究の蓄積の不足や複雑な問題の反映でもあるようにも
感じる。紙数の関係で，註をかなり省略し，引用註につ
いても，最小限にしたので，参照した主要な文献を最後
に掲げて，その方々の御寛恕を乞う次第である。
1 宮原誠一『青年期の教育』岩波新書（1966)
2 小川・伊ケ崎編『戦後民主主義教育の思想と運
24 都市研究報告第79～82号
動』青木書店（1971)
3 伊藤・真野編『教育制度の課題』第一法規（1975)
とくにI部4章を参照。
4 佐々木享『高校教育論』大月書店（1976)
5 教育制度検討委員会編『日本の教育改革を求め
て』勤草書房（1974)
